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都市部における水害の頻発
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氾濫を前提とした減災の取組
相次ぐ都市部での洪水被害への対応

洪水時家屋倒壊
危険ゾーンの表示
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80mm/時間発生回数

年間400mm/日以上日数

気候変動影響

想定最大規模降雨
に基づく浸水想定

タイムライン（時系列の行動計画）に基づく対応
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国土地理院斜め航空写真

浸水想定区域の占める割合（L1想定）
・対国土面積 ：5.3% ・対用途地域指定面積：30.3%
・居住世帯数 ：19.1%・対1960年DID面積 ：38.8%
→全体として「浸水想定区域内に住まない」は不可能！

（利便性や他のリスクとの関係を総合的考慮する必要性）

浸水被害家屋の実態
• 床上49cm未満が８割（右図）
→何らかの事前対策が可能と
考えられる被害がほとんど

提言（本年６月）
• 日本学術会議 及び 日本建築学会
→建築分野での水害対策技術開発の進展を促す

欧米の政府機関等による水害対策の解説書
• 被災時修復方法、浸水に強い建材、耐水化手法等

建築における水害対策の必要性
「リスクのある場所に住まない」だけではすまない

図：水害被災家屋数（2000～2018年）
水害統計
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災
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住宅・不動産市場の動向
住宅メーカーの商品開発
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↑ 日本経済新聞記事
その他に大手損保が企業向け
にリスクに応じた料率設定

宅建業法上の重要事項
説明としての水害リス
ク情報提供の義務づけ
（令和2年7月） 損保業界の対応



土木分野での用語

概念レベルにとどまっていた「住宅の耐水化」

家屋の浸水対策マニュアル
（財）日本建築防災協会、Ｈ13年
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水害の発生頻度を考慮した費用対効果の試算

 

確率年区間 確率年区間 確率年区間 確率年区間 
b1･b3 b1

b1 b2 b3a

 

b1･b3
b1

図 各メッシュタイプにおける建築計画案の確率年区間別の
期待被害額の詳細

図 メッシュタイプ
別の浸水特性

計画規模や想定最大規模の浸水想定区域図では不可能な、期待被害額の算定
を、滋賀県「地先の安全度マップ（相当）」の多段階の浸水想定に基づき計算

費用対効果の観点からは浸水深50～100cm、確率年2～50年程度の浸水事象
の影響が大きく、これによる被害の低減が肝要だということがわかった。

※50mメッシュ
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台風19号浸水深 Ｌ１浸水想定 Ｌ２浸水想定 立適誘導区域区域区分・用途

参考 長野市内の台風19号による浸水深と、浸水想定、都市計画
（上段：赤沼・豊野等地区、 下段：篠ノ井地区南東部）
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損害保険土嚢敷地の
嵩上げ 止水板

高床化
建物防水 避難対策

広域避難
社会機能維持守
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人・建物・対策の寿命期間中の遭遇確率や、
対策の有効期間・切迫性との関係

ハザードの頻度（例：確率年等）
高 低

※同一場所に様々な発生頻度のリスクが存在
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対策の
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対策等

損害
保険等

対策誘導
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規制等

広域･必須
レベル

都市･重要
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地区･BCP
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河川空間

居住禁止

建築･敷地
対策
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対策の有効期間・切迫性との関係
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前提とするハザードリスクに応じた対策の検討
施
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※ハザード（外力）の規模要因として、浸水深・流速・浸水継
続時間・水位上昇速度等が想定される
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水害リスクにかかわる規制・誘導制度の整理

土地
利用
・

建築
規制

計画
誘導

市場
誘導

災害危険
区域

区域区分

地区計画
立地適正
化計画
条例
要綱・
助成

規制緩和

災害保険
重要事項
説明

住宅性能
表示

分類

法律に基づき、
水害リスクの高
い区域における
土地利用や開発、
建築行為等を制
限

法定の計画制度
や、条例・任意
の取決め等によ
り、開発や建築
行為等を抑制・
誘導、水害リス
ク対策費用の補
助

不動産・金融市
場における水害
リスクの適切な
明示・評価を通
じて間接的に対
策を促す制度・
仕組み

リスクのある区域での建築行為を禁止・制限

リスクのある地域における市街化と開発行為を制限

リスク対策を含めた地区単位のまちづくりルールに基づ
いて土地利用や建築行為の内容を制限
都市における人口減少・高齢化等を背景に、居住を誘導
する区域を設定するにあたりリスクを考慮
地方自治体が議決するルールにより公共と民間が取り組
むべき対策の内容を規定
地方自治体が住民・事業者等の任意の協力に基づき、リ
スク情報の提供や助言・指導、対策費用補助等実施
建築規制の緩和によるインセンティブ（誘因）により防
災施設の整備等を誘導

住宅・宅地の災害時の安全性について共通の評価規準と表
示方法を定めて市場取引の参考とする仕組み（現在取組なし）

水害時の財産被害補償の掛け金（保険料）の料率を、リ
スクの程度に応じて差異化して立地抑制・対策誘導
不動産取引時に当該物件におけるリスクの内容を重要な
説明事項とすることでの立地抑制・対策誘導

仕組み考え方 水害リスクを考慮した規制・誘導の考え方
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